
令和3年7月13日～令和3年8月5日

13 火 ７月定例教育委員会　中学校給食専門委員会（実務・衛生）　

14 水

15 木 7月定例教育長会　人権教育推進会議　校務運営研究会

16 金

17 土

18 日 石炭記念館50周年祝賀会

19 月

20 火 学校再編他自治体視察

21 水

22 木

23 金

24 土

25 日

26 月

27 火 ライオンズクラブ来庁

28 水 オンライン英会話事業者選定会

29 木 第42回新型コロナウィルス感染症対策本部会議

30 金

31 土

1 日

2 月

3 火

4 水 直方市小中学校管理職研修会

5 木 ８月定例教育委員会・総合教育会議　直鞍地区人権教育夏期講座

教育委員会行事報告



令和3年8月6日～令和3年8月31日

6 金

7 土

8 日

9 月

10 火

11 水

12 木 パラリンピック採火式

13 金

14 土

15 日

16 月

17 火

18 水

19 木

20 金

21 土

22 日

23 月

24 火 県立高校との意見交換会

25 水 市長表敬訪問同席

26 木 隂山先生講演会

27 金

28 土

29 日

30 月 教育研究所2年次研究員研究発表会

31 火

教育委員会行事予定



 

 

 

議案第 8号 

 

 

 

 

  直方市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例 

施行規則の制定について 

 

 

 

直方市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例 

施行規則の制定について、別紙のとおり提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和 3年 8月 5日 

           直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第 2条第 2号の規定により提案するもの

である。 

資料 1 



直方市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第1条 この規則は、直方市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に関する条例（平

成27年直方市条例第5号）第2条第3号の規定に基づき、教育長の職務に専念する義務の免除

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（職務に専念する義務を免除される場合） 

第2条 教育長があらかじめ直方市教育委員会の承認を得て職務に専念する義務を免除される

場合は、次に掲げる場合とする。 

(1) 教育長が地方公務員災害補償法（昭和42年法律第121号）第51条第1項又は第2項の規定

による補償に関する決定について審査請求若しくは再審査請求をし、又は請求人としてそ

の審理に出席する場合 

(2) 教育長が国又は他の地方公共団体において法律又は条例に基づいて設置された委員会、

審議会等の構成員としてその職務遂行のため当該委員会、審議会等の業務に従事する場合 

(3) 市政推進のため指導育成する公益を目的とする団体の非常勤の役員又は非常勤の職員

となり、その職務に従事する場合 

(4) 教育長が本市が行う研修会、講習会、講演会、研究会等において、講演又は指導を行

う場合 

(5) 教育長が法律又は条例に基づいて設置された職員の福利厚生を目的とする団体の事業

又は事務に従事する場合 

(6) 教育長が国、他の地方公共団体又は本市の業務と密接な関連を有する団体の事業又は

事務に従事する場合 

(7) 消防団に所属する教育長が防火、防災等のため出動し、又は訓練等に参加する場合 

(8) 教育長の職務又は身分に関連する儀礼又は儀式に参加する場合 

(9) 教育長が職務の遂行上必要な資格試験又は検定試験を受ける場合 

(10) 前各号に掲げるもののほか、直方市教育委員会が特に必要と認めた場合 

（職務に専念する義務を免除する期間） 

第3条 職務に専念する義務の免除について、教育長の職務遂行に支障のない限りにおいて、

承認するものとし、その時間は必要最小限とする。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 



 

 

 

議案第 9号 

 

 

 

 

直方市教育委員会事業後援取扱い要綱の制定について 

 

 

 

直方市教育委員会事業後援取扱い要綱の制定について、別紙のとおり 

提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和 3年 8月 5日 

           直方市教育委員会 

教育長 山本 栄司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第 2条第 2号の規定により提案するもの

である。 

資料２ 



直方市教育委員会事業後援取扱い要綱 

（趣旨） 

第1条 この要綱は各種団体等が行う事業に対し、直方市教育委員会（以下「委員

会」という。）が後援を行うに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 後援 団体等が主催する事業に対して、委員会が事業の趣旨に賛同し、奨

励の意を表して名義の使用を承諾することによって支援することをいう。 

(2) 電子情報処理組織 情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律

（平成14年法律第151号）第6条第1項に規定する電子情報処理組織をいう。 

(3) 電子申請 電子情報処理組織を使用して行う申請をいう。 

（後援の名義） 

第3条 委員会が承諾する名義は、「直方市教育委員会」とする。 

（後援の決定基準） 

第4条 委員会は、後援を受けようとする事業が、次の各号のいずれにも該当する

と認めるときは、後援の決定をするものとする。 

(1) 委員会の施策の推進に寄与する事業であること又は教育効果があること

が認められる事業であること。 

(2) 原則として、市の区域又は隣接する区域で開催されるなど、広く市民を対

象とした事業であること。 

(3) 事業の開催場所において、公衆衛生、安全管理、災害防止等に関する措置

が講じられていること。 

(4) 営利を主たる目的としない事業であること。 

(5) 特定の政党、その他政治団体の利害に関する事業又は公私の選挙に関し、

特定の候補者若しくは政党を支持する事業でないこと。 

(6) 特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗教若しくは教団を支援する事業

でないこと。 

(7) 直方市暴力団等追放推進条例（平成20年直方市条例第20号）第2条第2号に

規定する暴力団同条第3号に規定する暴力団関係団体又は同条第5号に規定す

る暴力団関係者である団体が主催又は共催する事業でないこと。 

(8) 第8条に規定する承諾の取消しを受けた事業でないこと。 



(9) 法令又は公序良俗に反する事業でないこと。 

(10) 個人の主催する事業でないこと。 

(11) その他委員会が後援することが不適当と認める事業でないこと。 

（申請の方法） 

第5条 後援の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、後援申請書

（様式第1号）を提出し、又は電子申請の方法により必要事項を記載の上、事業

計画書及び収支予算書等の事業内容を明らかにする書類その他委員会が必要と

認める書類を添えて、委員会に申請しなければならない。ただし、収支がない

事業の場合における収支予算書の提出については、この限りでない。 

（決定及び通知） 

第6条 委員会は、前条の申請がなされた場合は、その内容を審査し、後援の適否

を決定するものとする。 

2 委員会は、後援を行うことの決定をしたときは、後援決定通知書（様式第2号）

により、その旨を申請者に通知するものとする。 

3 委員会は、後援を行うことを不適当と決定したときは、後援不適当通知書（様

式第3号）により、その旨を申請者に通知するものとする。 

4 委員会は、当該申請が電子申請の方法による場合は、前2項の通知について電

子情報処理組織を使用して行うことができる。 

（変更） 

第7条 前条第2項に規定する後援の決定を受けた申請者（以下「被決定者」とい

う。）は、事業を変更し、又は中止しようとするときは、後援変更申請書（様

式第4号）を提出し、又は電子申請の方法により必要事項を記載の上、事業計画

書等の変更内容を明らかにする書類その他委員会が必要と認める書類を添えて、

委員会に申請しなければならない。 

2 委員会は前項の申請があった場合は、その内容を審査し、後援変更承諾通知書

（様式第5号）又は後援変更不承諾通知書（様式第6号）により被決定者に通知

するものとする。 

3 委員会は、当該申請が電子申請の方法による場合は、前項の通知について電子

情報処理組織を使用して行うことができる。 

（決定の取消し） 

第8条 被決定者が次の各号のいずれかに該当する場合には、委員会は、後援の決

定を取り消すことができる。この場合において、委員会は、後援取消通知書（様



式第7号）により通知するものとする。 

(1) 虚偽の申請により後援を受けた場合 

(2) 委員会の付した条件に違反した場合 

(3) 第6条に規定する後援の決定を受けた各種団体等が解散した場合 

(4) 委員会が取消しを必要と認めた場合 

2 委員会は、当該申請が電子申請の方法による場合は、前項の通知について電子

情報処理組織を使用して行うことができる。 

3 後援の決定の取消しにより、各種団体等が損害を受けた場合においても、委員

会は賠償の責めを負わない。 

（報告） 

第9条 被決定者は、当該事業が完了したときは、速やかに事業報告書（様式第8

号）を提出し、又は電子申請の方法により必要事項を記載の上、収支決算書そ

の他の事業内容を明らかにする書類を添えて委員会に報告しなければならない。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は委員会が、別に定める。 



様式第 1号（第 5条関係） 

後援申請書 

   年   月   日 

直方市教育委員会 様 

団体名                       

事務局所在地                    

代表者名                      

連絡者名                      

（〒）    （住所） 

連絡先    （電話）                  

 

下記の事業について、直方市教育委員会の後援を受けたいので、関係書類を添え

て申請します。 

記 

 

事業の名称 

 

 

 

事業の目的 

 

 

 

事業の内容 

 

 

他の共催・後援・

協賛団体 

 

 

期日又は期間 

 

   年   月   日～ 

   年   月   日 

 

場所 

 

参加対象者 

 

 

 

入場料（参加料） 

 

 

収支 □あり   □なし 

注1. 実施要領及び収支予算書（収支ありの場合）その他の関係資料を添付すること。 

注2. 後援名義は、直方市教育委員会の承諾があるまで使用しないこと。 

注3. 事業による事故、災害等の場合、補償等の請求はしないこと。 

※決定通知書発送日 年  月  日 ※事業報告書受理日 年  月  日 

※印欄は記入しないで下さい。 

 



様式第 2号（第 6条関係） 

   年   月   日 

 様 

 

直方市教育委員会     

                         教育長 

 

後援決定通知書 

 

  年  月  日付で申請があった下記の事業について、審査の結果、後

援を決定したので、通知します。 

記 

 

事業の名称 

 

 

 

主な事業内容 

 

 

 

期日または期間 

 

 

 

場  所 

 

 

 

参加対象者 

 

 

 

入場料（参加料） 

 

 

注 1.小学校、中学校にちらし等の配布依頼をすることはできないので、注意してください。 

注 2.上記の事業を変更して実施する場合は、後援変更申請書を提出してください。 

注 3.審査の上、著しい変更がある場合は、後援決定を取り消すことがあります。 

注 4.事業終了後は、速やかに事業報告書により結果報告をしてください。 

 

 



様式第 3号（第 6条関係） 

年   月   日 

      

 様 

 

直方市教育委員会     

                         教育長 

 

後援不適当通知書 

 

  年  月  日付で申請された下記の事業について、審査の結果、下記

の理由により、後援できませんので通知します。 

 

記 

 

事業の名称 
 

不適当の理由 
 

 



様式第 4号（第 7条関係） 

後援変更申請書 

年  月  日 

直方市教育委員会 様 

 

団体名                     

事務局所在地                  

代表者名                    

連絡者名                    

（〒）    （住所）             

連絡先    （電話）             

 

下記の事業について、後援を申請した内容を、次のとおり変更したいので申請します。 

 

記 

 

事業の名称 
 

変 更 内 容  

変 更 理 由 
 

 



様式第 5号（第 7条関係） 

 

年  月  日 

            様 

 

 

直方市教育委員会    

教育長         

 

後援変更承諾通知書 

 

    年   月   日付で変更申請された下記の事業について、審査の結果、変更について

承諾したので、通知します。 

 

記 

 

事業の名称 
 

変 更 内 容 
 

 



様式第 6号（第 7条関係） 

 

年  月  日 

            様 

 

 

直方市教育委員会   

教育長        

 

後援変更不承諾通知書 

 

    年   月   日付で変更申請された下記の事業について、審査の結果、下記の理由に

より変更について承諾できませんので通知します。 

 

記 

 

事業の名称 
 

不承諾の理由 
 

 



様式第 7号（第 8条関係） 

第    号 

年  月  日 

            様 

 

直方市教育委員会      

 教育長           

 

後援取消通知書 

 

    年   月   日付で申請された下記の事業について、下記の理由により取消したので

通知します。 

 

記 

 

事業の名称 
 

取消の理由 
 

 



様式第 8号（第 9条関係） 

事業報告書 

   年   月   日 

直方市教育委員会  様 

 

主催団体名                     

事務局所在地                    

代表者名                      

     連絡者名                       

（〒）    （住所） 

連絡先    （電話）                  

 

  年  月  日付 第  号にて直方市教育委員会の後援を受けた事業につい

て、下記のとおりその結果を報告します。 

 

事業の名称 
 

実施年月日 
 

会   場 
 

出演者（出場者）

又は出品数等 

 

参 加 者 数 

 

備    考 

 

※ 収支決算書（収支ありの場合）の添付をお願いします。 



 

議案第 10 号 

 

 

 

 

 

直方市文化財等に関する有識者委員会委員の委嘱について 

 

 

 

 

直方市文化財等に関する有識者委員会委員の委嘱について、別紙のとお

り提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和 3年 8月 5日 

           直方市教育委員会 

教育長 山 本 栄 司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第2条第10号の規定により提案するもの

である。 

 

 

資料３ 



令和３年度　直方市文化財等に関する有識者委員会名簿（案）

氏　　名 役　職　等 備　　考

河　野　　雅　也
西日本工業大学
総合システム工学科教授

専門家

岡　田　　昌　彰
近畿大学理工学部
社会環境工学科教授

専門家

小 野 田  　 滋
公益財団法人　鉄道総合技術研究所
土木学会フェロー

専門家

長 谷 川  直 司
国土交通省　国土技術政策総合研究所
住宅計画研究室　研究官　シニアフェロー

専門家

入  佐 友 一 郎
九州歴史資料館
企画推進室企画推進班長

専門家

ただし、上記任期にかかわらず、直方市文化財等に関する有識者委員会規則第2条に
定める教育委員会に対する報告が終了したときは、同規則第4条第3項の規定により、
解任されるものとする。

　任期：2年（委嘱日から2年）



 

議案第 11 号 

 

 

 

 

 

直方市文化財等に関する有識者委員会への諮問について 

 

 

 

 

筑豊炭田遺跡群(旧筑豊石炭鉱業組合直方会議所及び救護練習所模擬坑

道)のうち救護練習所模擬坑道部分の整備基本設計策定にあたり、調査及び

審議について直方市文化財等に関する有識者委員会へ諮問する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             令和 3年 8月 5日 

           直方市教育委員会 

教育長 山 本 栄 司 

 

 

 

提案理由 

 直方市教育委員会事務委任規則第 2条第 14 号及び第 20 号の規定により

提案するものである。 

 

資料 4 



直教文  第   号 

令和３年  月  日 

 

 

直方市文化財等に関する有識者委員会 様 

 

 

直方市教育委員会     

教育長 山本 栄司   

 

 

諮 問 書(案) 

 

 

 下記のことにつきまして、諮問いたしますので、調査及び審議下さいますよ

うよろしくお願い申し上げます。 

 

 

記 

 

 

1. 史跡 筑豊炭田遺跡群（旧筑豊石炭鉱業組合直方会議所及び救護練習所模擬

坑道）のうち救護練習所模擬坑道部分の整備基本設計策定について 

 

資料３ 



令和3年度（R4年度～R6年度）実施計画に係る優先順位シート

課名 係名 事務事業名 事業概要

1 教育総務課 教育総務係 中学校給食の提供

令和4年2学期から全員喫食、食缶デリバリー
方式へ変更するための調理・配送委託料等

2 教育総務課 教育総務係 中学校給食管理システム

中学校給食費をコンビニで支払えるためのシ
ステム構築・運用委託等

3 教育総務課 学校管理係 小中学校トイレ快適化事業　直方西小、直方二中　 トイレの乾式化・洋式化工事

4 教育総務課 学校管理係 小中学校施設老朽化対策事業　植木小 外部防水、廊下改修工事等

5 教育総務課 学校管理係 防災機能強化事業　福地小　外壁 外壁の剥落等防止工事

6 教育総務課 学校管理係 福地小学校屋上防水改修工事 屋上防水工事

GIGAスクールセキュリティシステム購入 セキュリティシステム購入費
GIGAスクールネットワーク通信料 インターネット回線通信料
GIGAスクール校内通信ネットワーク保守委託事業 無線LAN環境の保守点検委託料

8 学校教育課 学校教育係 きめ細かな少人数指導の実施(３５人学級)
小2～4年生の35人学級実施のための市費教職
員の人件費

9 学校教育課 学校教育係 徹底反復学習(隂山メソッド)
100ます計算などのプリント代や陰山先生の講
演料など

ＧＩＧＡスクール構想  小学校学習ドリルソフトの導入

ＧＩＧＡスクール構想  中学校学習ドリルソフトの導入

新生第二保育園施設整備事業

新入ひまわりこども園施設整備事業

ポッポ保育園施設整備事業

頓野幼稚園認定こども園移行施設整備事業

若草保育園施設整備事業

12 こども育成課 こども育成係 学童保育施設整備事業 福地学童クラブの施設整備工事

13 こども育成課 こども育成係 保育所のICT化事業

保育記録、登園管理、保護者との連絡などICT
を導入する保育所等に対する補助金

14 こども育成課 こども育成係 保育所における睡眠中の事故防止対策事業

保育所での睡眠中の事故防止のための機器
（センサーマットなど）購入に対する補助金

15 こども育成課 幼児教育推進係 子育て支援センター移転事業及び施設管理業務

子育て支援センターが商店街に引っ越す費用
及び家賃等

16 文化・スポーツ推進課 社会教育係 社会教育施設アンプ・ワイヤレスマイク交換

電波関連法改正により規格外となった現在使
用中のワイヤレスマイクロフォン等の更新費
用

17 文化・スポーツ推進課 社会教育係 ユメニティのおがた空調制御機器更新
耐用年数を過ぎた空調制御盤の更新（取り換
え）

18 文化・スポーツ推進課 社会教育係 史跡　筑豊炭田遺跡群整備事業

救護訓練所模擬坑道改修のための基本設計作
成委託料

19 文化・スポーツ推進課 スポーツ推進係 弓道場防矢ネット設置工事 防矢ネットの設置工事

20 文化・スポーツ推進課 スポーツ推進係 市民球場３塁側法面修繕工事 市民球場３塁側の擁壁修繕工事

21 学校教育課 学校教育係 GIGAスクールサポート事業
教職員に対するタブレット活用サポートの委
託

22 学校教育課 学校教育係 ICTサポート業務 教職員に対するPCの活用等サポートの委託

23 教育総務課 学校管理係 小学校給食室老朽化した調理器具の更新

給食調理業務に使用する調理器具の計画的入
れ替え購入

24 文化・スポーツ推進課 社会教育係 ユメニティのおがた特定天井改修工事設計委託

不適格基準となっている吊り天井改修のため
の設計委託

未来型授業体制整備事業（小学校学習ソフト）

未来型授業体制整備事業（中学校学習ソフト）

26 文化・スポーツ推進課 社会教育係 谷尾美術館屋上外壁等改修工事実施設計委託
雨漏り対応の屋上外壁等改修工事実施設計委
託

27 教育総務課 学校管理係 学校用務員の人材派遣会社からの派遣への変更 学校用務員の派遣見直しの委託料

授業の補充学習や帯学習の時間等に活用する
ドリルソフトの購入費

老朽化等に伴う市内保育所や幼稚園等の建て
替えなど、施設整備に対する補助金

タブレットを活用した授業支援ソフトの導入
費用

学校教育係学校教育課25

7

10

11

学校教育課 学校教育係

学校教育課 学校教育係

こども育成課 こども育成係

資料５ 



28 学校教育課 学校教育係 中学校校務用パソコン更新事業 校務用およびパソコン教室のリースPCの更新

29 文化・スポーツ推進課 社会教育係 図書館エレベータ改修 点検による部品の交換等

30 こども育成課 幼児教育推進係 親育ちのための子育て支援学級実施事業

図書館との共同開催で読み聞かせや子育て支
援講座などの赤ちゃん講座を実施

31 文化・スポーツ推進課 社会教育係 文化財保存活用地域計画策定

計画策定委員会委員への報酬や策定業務支援
委託料など

32 こども育成課 幼児教育推進係 不登園支援事業

未就園・不就学の児童の家庭訪問や支援プラ
ンの作成

33 こども育成課 幼児教育推進係 幼児教育のための絵本配布事業 満４歳の幼児にセカンドブックを配布する

34 文化・スポーツ推進課 社会教育係 中央公民館輪転機買い替え 公民館ロビーに設置の輪転機買い替え

35 文化・スポーツ推進課 スポーツ推進係 体育施設進入道路等雑木伐採 体育館北側道路の法面や３塁側雑木の伐採

36 文化・スポーツ推進課 社会教育係 植木メカトロ地区埋蔵文化財発掘調査事業 埋蔵文化財の発掘調査

37 学校教育課 学校教育係 学力アップ推進事業

習熟度別小人数学習実施のための会計年度任
用職員人件費

未来型授業体制整備事業（小学校電子黒板）

未来型授業体制整備事業（中学校電子黒板）

39 教育総務課 学校管理係 小学校給食室配膳台扉修繕工事 小学校９校の給食室配膳台扉改修工事

40 文化・スポーツ推進課 社会教育係 石炭記念館所蔵明治の地質図等修復事業
本地図の修復作業（やぶれ、かすれ等）委託
料

41 文化・スポーツ推進課 社会教育係 ユメニティのおがた及び直方市立図書館LED化 現在の蛍光灯をLEDに切り替える

42 文化・スポーツ推進課 社会教育係 中央公民館・男女共同参画センター電話取替工事 賃貸借期間終了の電話機を入れ替える

43 文化・スポーツ推進課 社会教育係 中央公民館LED照明化 現在の蛍光灯をLEDに切り替える

44 文化・スポーツ推進課 スポーツ推進係 市民体育センター照明改修工事 現在の蛍光灯をLEDに切り替える

45 文化・スポーツ推進課 スポーツ推進係 体育館南側法面保護工事 土砂岩崩落防止のための南側法面の保護工事

46 学校教育課 学校教育係 小学校校務用パソコン更新事業 校務用およびパソコン教室のリースPCの更新

タブレットと併せて活用するための電子黒板
購入費

学校教育課 学校教育係38



直方市教育委員会
日 曜 直方市 学校行事 振替

1 水
始業式
◎定例教育委員会()

職員会議(下)

2 木
◎定例校長会議（10：00～　503、504）

課題テスト(全中)

3 金 保幼小中高連携推進協議会運営委員会(10:00～502)
給食開始(全小) 委員会活動(福) 除草作業(新) 租税教室
(上)

北九州地区教育相談ネットワーク会議

4 土 科学の甲子園ジュニア県大会：延期時

5 日

6 月 内科検診(三)

7 火 ◎第２回不祥事防止対策検討委員会（予定）
教頭人権教育研修会
若年教員研修１年目(初任者研修)(小)②【体研】Ｃ地区

8 水 ◎小中一貫教育推進本部会（15：30～　808） 委員会活動(南 植小) 夢授業(一) 内科検診(三)
若年教員研修１年目(初任者研修)(授業研修：校外②) (小・中)
ｂグループ
中央研修事前説明会④

9 木 委員会活動(下 東) 移動図書館(上)

10 金 自然教室説明会(南) 古高取焼きもの教室(新)
道徳教育推進担当者研修会②
若年教員研修(養護教諭)１年目④【体研】

11 土 第１回教育支援委員会

12 日

13 月 運動会練習開始(下) 福岡県指導主事等研修会

14 火
薬物乱用防止研修会(植中) 自然教室説明会(下)
授業参観(新) 租税教室(新)

地域と学校の連携・協働推進研修会
人権教育指導者養成連続講座④
ミドルリーダー養成講座(特別支援教育スペシャリスト)④

15 水 小中一貫教育推進委員会（15：30～　502） 職員会議(南 植中)
若年教員研修１年目(初任者研修)(授業研修：校外②) (小・中)
ａグループ

二(２年)

16 木 職員会議(中)

17 金 学力向上担当者会(16:15～ 中央公民館第４会議室)
授業参観(北 西 上 中) 浄化槽出前授業(下)
カラビナふれあい公民館活動(植中) 古髙取り焼体験(上)

若年教員研修１年目(初任者研修)(中)②【体研】Ａ地区福岡教師
塾⑥

18 土 修学旅行事前指導(二)

19 日 修学旅行(二)

20 月 敬老の日 修学旅行(二) 敬老の日

21 火
中間考査(一 三 植中) 修学旅行(二)

22 水 中間考査(一 三 植中) 避難訓練(一 植中) 内科検診(下) 就学相談・支援担当者研究協議会 二(２年)

23 木 秋分の日 秋分の日

24 金
修学旅行(北 西) 修学旅行説明会(南) 内科検診(下)
自然教室説明会(新)

25 土 修学旅行(北 西)

26 日 音楽会(東)

27 月
ＡＬＴ指導力向上研修発表者打合せ会①(午前) ＡＬＴ研修会③
(午後)

北西(６)
東

28 火 教育委員会訪問(直方三中・午前) ミドルリーダー養成講座(学校経営参画)⑤

29 水 教育委員会訪問(直方東小・午前) 委員会活動(西) 若年教員研修(養護教諭)３年目②【体研】

30 木 中央研修報告会①

北九州教育事務所・教育センター等

備
　
　
考

令和３年度　９月行事予定


